
小規模事業者持続化補助金
（小規模事業者持続的発展支援事業）

令和４年７月

近畿経済産業局 中小企業課
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中小企業生産性革命推進事業
令和3年度補正予算案額 2,001億円

事業の内容 事業イメージ

中小企業庁 技術・経営革新課 03-3501-1816
中小企業庁 小規模企業振興課 03-3501-2036
商務・サービスG サービス政策課 03-3580-3922

【各補助事業の内容】
（１）ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業（ものづくり補助金）
中小企業等のグリーン、デジタルに資する革新的製品・サービスの開発又は生産プロセ

ス等の改善に必要な設備投資等を支援するとともに、赤字など業況が厳しい中で生産性
向上や賃上げ等に取り組む事業者を支援します。

（２）小規模事業者持続的発展支援事業（持続化補助金）
小規模事業者が経営計画を作成して取り組む販路開拓等に加え、賃上げや事業規模

の拡大（成長・分配強化枠）や創業や後継ぎ候補者の新たな取組（新陳代謝枠）、イ
ンボイス発行事業者への転換（インボイス枠）といった環境変化に関する取組を支援します。

（３）サービス等生産性向上IT導入支援事業（IT導入補助金）
ITツール※補助額 ：～50万円（補助率：3/4）、50～350万円（補助率：2/３）

※会計ソフト、受発注システム、決済ソフト等

PC、タブレット等補助上限：10万円（補助率：1/2）、
レジ補助上限額：20万円（補助率：1/2）

インボイス制度への対応も見据え、クラウド利用料を２年分まとめて補助するなど、企業
間取引のデジタル化を強力に推進します。

（４）事業承継・引継ぎ支援事業（事業承継・引継ぎ補助金）
補助上限：150万円～600万円、補助率：1/2～2/3
事業承継・引継ぎ後の設備投資等の新たな取組や、事業引継ぎ時の専門家活用費

用等を支援します。また、事業承継・引継ぎに関連する廃業費用等についても支援します。

申請類型 補助上限額 補助率

通常枠

750万円、1,000万円、1,250万円 (※従業員
規模により異なる）

原則1/2 (※小規模事業
者・再生事業者は2/3)

回復型賃上げ・
雇用拡大枠

2/3
デジタル枠

グリーン枠 1,000万円、1,500万円、2,000万円 (※同上)

条件（対象者、対象行為、補助率等）

国
(独)中小企業
基盤整備機構

運営費
交付金

成果目標
 ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業により、事業終了後４年以内

に、以下の達成を目指します。

・補助事業者全体の付加価値額が年率平均３％以上向上

・補助事業者全体の給与支給総額が年率平均1.5%以上向上

・付加価値額年率平均３％以上向上及び給与支給総額年率平均1.5％以
上向上の目標を達成している事業者割合65%以上

 小規模事業者持続的発展支援事業により、事業終了後1年で、販路開拓
につながった事業者の割合を80％とすることを目指します。

 サービス等生産性向上IT導入支援事業により、事業終了後４年以内に、補
助事業者全体の労働生産性の年率平均3％以上向上を目指します。

 事業承継・引継ぎ支援事業により、令和４年度末までに約1,500者の中小
企業者等の円滑な事業承継・事業引継ぎを支援します。

中小
企業等

民間
団体等

定額
補助

補助
(2/3等)

事業目的・概要
 新型コロナウイルス感染症の影響を受けつつも、生産性向上に取り組む中小

企業・小規模事業者を支援し、将来の成長を下支えします。

 そのため、中小企業・小規模事業者の設備投資、IT導入、販路開拓を支援
する中小企業生産性革命推進事業について、現行の通常枠の一部見直しを
行うとともに、新たな特別枠を創設し、成長投資の加速化と事業環境変化へ
の対応を支援します。

 加えて、事業承継・引継ぎ補助金を新たに追加し、中小企業の生産性向上
や円滑な事業承継・引継ぎを一層強力に推進します。

申請類型 補助上限額 補助率

通常枠 50万円

2/3（※成長・分配強化枠の
一部の類型において、赤字事業

者は3/4）

成長・分配強化枠 200万円

新陳代謝枠 200万円

インボイス枠 100万円

(1) 近畿経済産業局 産業技術課
(2) 近畿経済産業局 中小企業課
(3) 近畿経済産業局 サービス産業室
(4) 近畿経済産業局 中小企業課

TEL：06-6966-6017
TEL：06-6966-6023
TEL：06-6966-6053
TEL：06-6966-6023
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持続化補助金＜通常枠＞の概要

１．補助対象者（小規模事業者の定義）

 事業者自らが作成した持続的な経営に向けた計画に基づき、販路開拓等の取組や、販路開拓
等の取組とあわせて行う業務効率化の取組を支援するため、その経費の一部を補助する

 商工会・商工会議所による助言等の支援を受けながら事業に取り組むこと

商業・サービス業（宿泊業・娯楽業除く） 常時使用する従業員の数 ５人以下

サービス業のうち宿泊業・娯楽業
常時使用する従業員の数 ２０人以下

製造業その他

２．補助率

５０万円

２ ／ ３

４．補助対象経費 販促用チラシ、パンフレット作成、広告掲載、店舗改装、販売拡大のた
めの機械装置の導入、新商品開発、商談会への参加 など

３．補助上限額

※）常時使用する従業員に、会社役員、個人事業主本人、パート、アルバイト
は含まれません。
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持続化補助金活用のための３つの条件（主要要件）

 小規模事業者持続化補助金を活用するためには、次の３つの条件をクリアする必要
があります。（※）あくまで代表的なものを取り上げていますので、その他の要件は公募要領をご確認ください。

１．補助金を申請する時点で、すでに創業していること

【法人】：法人設立登記をしていること
【個人】：税務署に「開業届」を提出していること

２．小規模事業者であること

３．商工会・商工会議所の支援を受けること

商業・サービス業（宿泊業・娯楽業除く） 常時使用する従業員の数 ５人以下

サービス業のうち宿泊業・娯楽業
常時使用する従業員の数 ２０人以下

製造業その他

※）常時使用する従業員に、会社役員、個人事業主本人、パート、アルバイト
は含まれません。

補助金を申請するには、商工会や商工会議所の相談員に事前相談し、所定の書式（様式４）
をもらう必要があります。
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補助対象経費

 対象経費は販路開拓（業務効率化）の取組に要する費用に限定

➊機械装置等費 機械装置等の購入費用

➋広報費 パンフレット、ポスター、チラシ等の作成費用等

❸ウェブサイト関連費 ウェブサイトやECサイト等の構築・更新等の経費

❹展示会等出展費 展示会・商談会の出展料

❺旅費 バス・電車賃、航空券代等

➏開発費 新商品の試作開発費等

❼資料購入費 補助事業に関連する資料・図書等の購入費

❽雑役務費 補助事業のために雇用した派遣社員・アルバイト料等

❾借料 機器・設備のリース・レンタル料、会場借料費等

❿設備処分費 既存事業の設備機器等の解体・処分費等

⓫委託・外注費 第三者に委託・外注するための経費

（※1）

（※1）ウェブサイト関連費のみの申請は不可であり、当費用の計上は補助金申請額の１／４を上限とします。
（※2）設備処分費のみの申請は不可であり、当費用の計上は補助金申請額の１／２を上限とします。
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事例１．温泉ホテル

昭和３０年に創業した、１５室を有する温泉旅館。２４時
間かけ流しにしている天然温泉が特徴。今後は、食堂スペー
スを改装し、Wifi環境、プロジェクター、スクリーン等のシアター
設備を整えるシアタースペースを新設することで、宿泊客・顧
客満足度の向上を図る。

１．事業内容

所在地：千葉県 設立年：1955年
従業員：20名 業種：宿泊業

セミナーや講習会を新設したシアタースペースで開催しており、
市内外の市民を呼び込むことができ、当ホテルの周知ＰＲだ
けでなく、新規顧客を大幅に開拓することが出来た。また、地
域住民の憩いの場としても活用しており、地域に根差した経
営に繋がる。

経営計画を策定することで、事業の課題や目標、コンセプト
が明確になった。商工会議所からＰＤＣＡサイクルに関する
アドバイスをいただいたことも成功の要因になった。

２．事業効果

３．事業者の声

事例２．弁当販売

名物駅弁を販売。同社の駅弁は、グルメサイト「食べログ」の
静岡県弁当ランキングで1位を獲得するなど、高い知名度を
誇る。新型コロナウイルスの感染拡大により、売上が大幅に
落ち込んだため、コロナ禍を念頭に、「ステイホーム」をキーワー
ドとして、EC用の新商品の開発を行う。

１．事業内容

所在地：静岡県 設立年：1927年
従業員：7名 業種：飲食サービス業

名物駅弁専用のＥＣ販売サイトを構築。名物駅弁が家
庭で楽しめる「おうち駅弁」というニュース性と、積極的なプ
レスリリースの活用により、発売当初から売上は伸び、新
型コロナウイルスによる売上減を補うことができた。

同社では、補助金申請とともに商工会の支援を受けながら、
事業に取り組んだ。今後も、専門家支援を受けながら、EC
販売を積極的に展開するつもりである。

２．事業効果

３．事業者の声

（参考）活用事例
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持続化補助金の拡充のポイント（令和3年度補正予算）

１．成長・分配強化枠の新設

２．新陳代謝枠の新設

３．インボイス枠の新設

 賃金引上げ（※2）や、雇用の増加による事業規模の拡大に取り組む小規模事業者向けに上乗せ枠を創設。
補助上限額の引き上げを実施。

 補助上限額最大200万円、補助率2/3

 後継ぎ候補者が実施する新たな取組や、創業後間もない小規模事業者を支援する上乗せ枠を創設。
補助上限額の引き上げを実施。

 補助上限額最大200万円、補助率2/3

 免税事業者からインボイス発行事業者に転換する事業者に対し、その環境変化への対応を支援する上乗せ枠
を創設。補助上限額の引き上げを実施。

 補助上限額最大100万円、補助率2/3

 令和元年度補正予算で継続して実施している「通常枠」（※1）に加え、新枠の創設や優先採択を
実施。令和４年３月２９日より公募を開始している。

（※2） 赤字事業者が賃金引上げを行い、採択された場合は、補助率を3/4に引上げ。

（※1） 補助上限最大50万円、補助率2/3
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成長・分配強化枠の新設

 賃金引上げや、雇用の増加による事業規模の拡大に取り組む小規模事業者向けに
上乗せ枠を創設し、補助上限額の引き上げを実施

 補助上限額200万円、補助率2/3

※賃金引上げに取り組む事業者のうち赤字事業者については、補助率を3/4に引上げるとともに優先採択のための加点を実施。

類型 概要

成
長
・
分
配
強
化
枠

賃金引上げ枠

〇申請要件 事業場内最低賃金を地域別最低賃金より＋30円以上(既に達
成している場合は、現在支給している事業場内最低賃金より＋
30円以上)とした事業者であって販路開拓の取り組みを行う小規
模事業者

〇補助上限 200万円

〇補 助 率 2/3（赤字事業者は3/4に引上げ）

卒業枠

〇申請要件 常時使用する従業員を増やし、小規模事業者の従業員数を
超えて規模を拡大する事業者であって販路開拓の取り組みを行
う小規模事業者

〇補助上限 200万円

〇補 助 率 2/3
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新陳代謝枠の新設

 後継ぎ候補者が実施する新たな取組や創業後間もない小規模事業者を支援する上
乗せ枠を創設し、補助上限額の引き上げを実施

 補助上限額200万円、補助率2/3

類型 概要

新
陳
代
謝
枠

後継者支援枠

〇申請要件 将来的に事業承継を行う予定があり、新たな取組を行う後継者候
補としてアトツギ甲子園のファイナリストになり、販路開拓の取り組み
を行う小規模事業者

〇補助上限 200万円

〇補 助 率 2/3

創業枠

〇申請要件 産業競争力強化法に基づく「認定市区町村」または「認定市区町
村」と連携した「認定連携創業支援等事業者」が実施した「特定
創業支援等事業」による支援を公募締切時から起算して過去３か
年の間に受け、かつ、過去３か年の間に開業し、販路開拓の取り
組みを行う小規模事業者

〇補助上限 200万円

〇補 助 率 2/3
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インボイス枠の新設

 免税事業者からインボイス発行事業者に転換する場合の環境変化への対応を支援す
る上乗せ枠を創設し、補助上限額の引き上げを実施

 補助上限額100万円、補助率2/3

類型 概要

インボイス枠

〇申請要件 2021年9月30日から2023年9月30日の属する課税期間で一
度でも免税事業者であった又は免税事業者であることが見込まれ
る事業者のうち、インボイス発行事業者に登録し、販路開拓の取り
組みを行う小規模事業者

〇補助上限 100万円

〇補 助 率 2/3
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第９回公募以降の変更点

 令和4年3月16日に発生した福島県沖を震源とする地震に対する加点要素を追加

 ウクライナ情勢や物価高騰等による影響を受けている事業者に対する加点要素を追加

概　要

●地域資源型

　地域資源等を活用し、良いモノ・サービスを高く提供し、付加価値向上を図るため、地域外への販売や新規事業のたち上げを行う計画に加点

●地域コミュニティ型

　地域の課題解決や暮らしの実需に応えるサービスを提供する小規模事業者による、地域内の需要喚起を目的とした取組等を行う計画に加点

② 赤字賃上げ加点 　賃金引上げ枠に申請する事業者のうち、赤字である事業者に対して加点

③ 東日本大震災加点 　福島第一原子力発電所による被害を受けた水産加工業者等に対して加点

④ 経営力向上計画加点 　中小企業等経営強化法に基づく「経営力向上計画」の認定を受けている事業者に対して加点

⑤ 電子申請加点 　補助金申請システム（名称：J グランツ）を用いて電子申請を行った事業者に対して加点

➅ 事業承継加点 　代表者の年齢が満６０歳以上の事業者で、かつ、後継者候補が補助事業を中心になって行う場合に加点

⑦ 過疎地域加点 　過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法に定める過疎地域に所在し、地域経済の持続的発展につながる取り組みを行う事業者に対して加点

⑧ 災害加点 　令和４年３月１６日に発生した福島県沖を震源とする地震により、災害救助法の適用を受け、再建が極めて困難な状況にある地域に所在する事業者に対して加点

⑨ 事業環境変化加点 　ウクライナ情勢や原油価格、LPガス価格等の高騰による影響を受けている事業者に対して加点

パワーアップ型

加点項目

①
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▼ 公募期間（令和3年度補正予算）

１．公募要領の公開 ２．申請受付開始

３．申請受付締切

２０２２年 ３月２２日（火） ２０２２年 ３月２９日（火）

 第 ８回：２０２２年 ６月 ３日

 第 ９回：２０２２年 ９月２０日

 第１０回：２０２２年１２月 上旬

 第１１回：２０２３年 ２月 下旬

▼ 相談先・計画書のブラッシュアップ先

計画書の内容についてご相談される際は、最寄りの商工会・商工会議所へご相談ください。

４．事業支援計画書（様式４）
発行の受付締切

 第 ８回：２０２２年 ５月２７日

 第 ９回：２０２２年 ９月１２日

 第１０回：２０２２年１２月 上旬

 第１１回：２０２３年 ２月 中旬

※）事業支援計画書（様式４）の発行には、時間を要する場合
がありますので、余裕をもったお手続きをお願いいたします。

終了 終了
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（公 式 H P）https://r3.jizokukahojokin.info/

（公 式 H P）https://www.shokokai.or.jp/jizokuka_r1h/

商工会議所地区の方

商工会地区の方

制度の問合せ/申請先

（問 合 せ・申 請 先）都道府県商工会連合会 地方事務局

（問 合 せ・申 請 先）小規模事業者持続化補助金事務局

（電 話 番 号）０３－６６３２－１５０２

（電 話 番 号）公募要領の巻末一覧をご覧ください

（※）申請は、電子申請または郵送により
ご提出ください（持参は受付不可）。
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https://r3.jizokukahojokin.info/
https://www.shokokai.or.jp/jizokuka_r1h/


リンク先：https://r3.jizokukahojokin.info/

～ 商工会議所地区 小規模事業者持続化補助金 HP ～

「公募要領」はコチラより
ご確認ください

（参考）
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https://r3.jizokukahojokin.info/


リンク先：https://www.shokokai.or.jp/jizokuka_r1h/shinsei.html

～ 商工会地区 小規模事業者持続化補助金 HP ～

「公募要領」はコチラより
ご確認ください

（参考）
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https://www.shokokai.or.jp/jizokuka_r1h/shinsei.html

